
 

          院内保育施設運営業務委託契約書 
 
委託者 沖縄県立中部病院 院長 本竹  秀光（以下「甲」という。）と受託者     （以下「乙」

という。）とは、以下の条項により業務委託契約（以下「本契約」という。）を締結し、信義に従ってこ

れを履行する。 
 
（目 的） 
第１条 甲は乙に対し、甲の指定する場所（以下「保育施設」という。）において甲の雇用する労働者に

対し、福利厚生の一環として甲の労働者の被扶養者が小学校就学の始期に達するまでの乳幼児を

対象とした保育施設運営委託業務（以下「委託業務」という。）を委託し、乙はこれを受託する。 
２ 乙は、保育室において、子どもを心身ともに健やかに育成することを常に念頭に置き、安全かつ

健康的で文化的な環境を提供し、委託業務を遂行する。 
３ 乙は、保育士を適正に配置すると共に指導監督及び教育指導を行い、甲が満足するサービス・安

全・安心を心掛けると共に委託主旨に従って、別に定める仕様書に基づき委託業務を遂行する。 
 

（委託業務の範囲） 
第２条 委託業務の内容および範囲は以下のとおりとする。 

1. 法令、通知等を遵守した保育所運営 
2. 児童福祉施設最低基準を基本とした保育所運営 
3. 別紙運営委託業務仕様書に定める業務 
4. 委託業務には、医療行為は含まないものとする。 
5. 別紙委託業務仕様書に定めのない事項については、都度甲乙間にて協議の上決定 
 

（委託契約期間） 
第３条 本契約の有効期間は、令和２年４月１日～令和５年３月 31 日までとする。 

 
（請求および支払い） 
第４条 甲は乙に対して、別紙運営委託業務仕様書の定めに基づいた委託料およびその他料金を支払うも

のとし、乙は当該月分を取りまとめた請求書を発行し、甲は、乙の適性かつ正当な請求書を受理

した日から 30 日以内に乙に支払うものとする。 
 
（支払遅延利息） 
第５条 甲の責に帰すべき事由により支払いが遅れた場合、乙は遅延日数に応じ、政府契約の支払遅延防

止法等に関する法律第８条第１項の規定に基づいて告示された率で計算した額の遅延利息を甲

に請求できるものとする。 
 
 



 

（契約保証金） 
第６条 沖縄県財務規則第 101 条に基づき、契約金額（長期継続契約に係る入札にあっては、当該契約金

額を契約期間の月数で除して得た額に 12 を乗じて得た額）の 100 分の 10 以上を納める。ただ

し、沖縄県財務規則第 101 条第２項に該当する場合は免除する。 
 
（業務の調査等） 
第７条 甲は、必要と認めるときは、乙に対して業務の処理状況について調査し、又は報告を求めること

ができる。 
 

（改善命令） 
第８条 甲は、乙が実施する業務の内容又は管理運営が不適当と認めたときは、その都度必要な改善を乙

に求めることができる。 
２ 甲は、円滑適正な業務遂行上、不適当と認める従事者がいる場合、乙に改善を求めることができ

るものとし、乙は、この場合速やかに是正その他必要な措置を講じなければならない。 
 

（法令上の責任） 
第９条 乙は、従事者に対する労働関係法、その他法令上の一切の責任を負うものとする。 

 
（機密の保持） 
第 10 条 乙は、業務の遂行上直接又は間接に知り得た秘密を外部に漏らし、又は他の目的に利用しては

ならない。この契約が終了し、又は解約された後においても同様とする。 
 

（個人情報の保護） 
第 11 条 乙は、この契約による業務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記「個人情報取

扱特記事項」を守らなければならない。 
 

（事故発生時の対応手順） 
第 12 条 委託業務を遂行するにあたり、乙が関与する事故が発生した場合は、直ちに甲の管理担当者に

報告するとともに、事故発生の日から起算して 10 日以内に事故報告書を甲に提出するものと

する。 
 
（損害賠償） 
第 13 条 乙は、保育室において事故が発生しないよう万全の対策を講じるものとし、甲はこれに協力す

るものとする。 
２ 乙または乙の従業員が委託業務の遂行中に、その責に帰する事由により、物件等または人身に

損害を与えたと認められた場合、乙は甲に速やかに報告するとともに、誠意をもってこれに対

処し、乙が加入する施設賠償責任保険の範囲内において賠償の責務を負うものとする。ただし、

損害が甲又は第三者の過失に起因する場合はこの限りではない。 



 

  ３ 乙は、甲の労働者の被扶養者が傷病時において、甲の判断並びに甲の労働者もしくは医師の診

断により、医療の指示に基づく範囲内において、保育室にて子どもを預かり、業務遂行中もし

くは遂行後に傷病が悪化しても、乙または乙の従業員の過失に起因しない場合はその責は負わ

ないものとする。 
 

（一括再委託等の禁止） 
第 14 条 乙は、給食の提供および事前に甲に承認を受けた場合を除き、契約の全部の履行を一括又は分

割して第三者に委任し、又は請負わせてはならない。 
２ 乙は、甲が委託仕様書で指定した契約の主たる部分の履行を第三者に委任し、請負わせてはな

らない。 
３ 乙は、本契約の競争入札参加者であった者、指名停止措置を受けている者、暴力団員または暴

力団と密接な関係を有する者に契約の履行を委任し、又は請負わせてはならない。 
４ 乙は、契約の一部を第三者に委任し、又は請負わせようとするときは、10 日前までに再委託承

認申請書を甲に提出するとともに、事前に書面による県の承認を受けなければならない。 
５ 乙は、前項により第三者に委任し、又は請負わせた業務の履行及び当該第三者の行為について

全責任を負うものとし、当該第三者が甲に損害を与えた場合、乙はその損害を賠償しなければ

ならない。 
６ 乙が第１項から第４項に違反したときは、甲は本契約を解除することができる。これにより乙

又は乙が業務の一部を委任し、又は請負わせた第三者に発生した損害について、甲は賠償責任

を負わないものとする。 
 
（甲の解除権） 
第 15 条 甲は、乙が次の各号に該当するときは、契約を解除することができる。 

(1)乙が正当な事由なく委託契約開始日を過ぎても業務を開始しないとき。 
(2)乙の責に帰すべき事由により業務が適切に履行されていないと明らかに認められたとき。 
(3)第 22 条第１項の規定によらないで契約の解除を申し出たとき。 

 (4)乙が次のいずれかに該当するとき。 
イ 役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又はその支店若しくは

営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員によ

る不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号以下「暴力団対策法」という。）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。 
ロ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が

経営に実質的に関与していると認められるとき。 
ハ  役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をもって、暴力団又は暴力団員を利用したと認められるとき。 
ニ  役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的

又は積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 
ホ  役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められると



 

き 
ヘ  役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどと認めら

れるとき。 
(5)前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反により契約の目的を達成することが

できないと認められるとき。 
２ 前項の規定により、契約が解除された場合においては、乙は、業務委託料の 10 分の１に相当

する額を違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。 
 
（権利義務の譲渡禁止） 
第 16 条 乙は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させ、若しくは業務

の処理を代行させてはならない。 
 
（委託単価の改定） 
第 17 条 本契約の契約期間中において、物価の変動およびその他の事由により、委託単価を改定する必

要が生じた場合、甲乙双方協議のうえ委託単価を改定することができるものとする。 
 

（消費税および地方消費税） 
第 18 条 本契約の契約期間中に消費税、地方消費税の税率が変更された場合、甲は変更後の税率による

消費税額、地方消費税額を乙に支払うものとする。 
 

（什器備品等の貸与） 
第 19 条 甲は、乙が本契約に基づく委託業務の遂行上必要となる遊具等の什器備品等（以下「管理備品」

という）は、無償で提供するものとし、新たに購入が必要な際には事前に甲の同意を得て乙が

手配するものとする。 
  ２ 乙は、前項の規定により甲から提供を受けた管理備品を善良な管理者の注意義務をもって使用

するとともに、前項の目的以外に使用してはならない。 
  ３ 甲は、管理備品が経年劣化等により委託業務実施の用に供することができなくなった場合、甲の

責任と費用により当該管理備品に代わるものを調達しなければならない。ただし、甲乙協議の上、

必要がないと認められる場合はこの限りではない。 
  ４ 乙は、管理上における故意または過失により管理備品を毀損または滅失したときは、乙の責任に

より当該管理備品に代わる物を調達しなければならない。ただし、甲乙協議の上、必要がないと

認められる場合はこの限りではない。 
  ５ 乙は、次の各号に該当する場合には、貸与された什器備品等を速やかに甲に返却するものとする。 

① 委託業務が終了した場合 
② その他、客観的合理的な理由により甲が返却を要求した場合 

 
（保育室の修繕） 
第 20 条 保育室の修繕は、甲が自己の責任と費用負担にて実施するものとする。 



 

 
（不可抗力） 
第 21 条 乙は、戦争、テロ行為、暴動、天変地変、法令の改廃・制定、公権力による処分・命令、同盟

罷業その他の争議行為、輸送機関の事故、その他不可抗力または乙の責任に帰することができ

ない事由により、本契約の全部または一部の履行の遅滞または不能が生じた場合は、その責任

を負わないものとする。 
 
（契約の解除） 
第 22 条 甲乙間の協議の上、双方ともに正当な理由によりやむを得ないと認める場合、相応の期間を定

め契約を解除できるものとする。 
２ 甲または乙は、相手方が本契約の各条項のいずれかに違反した場合、相手方に相当期間を定め

て履行をなすように催告し、当該期間内に履行がないときは、書面による通知を持って本契約

を解除することができる。 
  ３ 甲または乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当する場合、何らの催告を要せずして、本契

約を解除することができる。 
① 正当な理由によらず、本契約に定める義務を履行する見込がないとき 
② 手形または小切手を不渡りとしたとき、その他支払停止または支払不能の状態に陥った

とき 
③ 差押え、仮差押え、仮処分、競売、租税滞納処分、その他公権力の処分を受けたとき 
④ 破産手続開始、会社更生手続開始もしくは民事再生手続開始の申立てがあったとき、

または清算に入ったとき 
⑤ 本契約に違反し、その違反によって契約の目的を達成することができないと認められる

とき 
  ４ 前項の規定によりこの契約が解除された場合には、解除された者は、その相手方に対し、解除に

より生じた損害を賠償しなければならない。 
  ５ 第 3 項の規定によりこの契約が解除された場合には、解除された者は、解除による損害について、

その相手方に対し何らの請求もすることができない。 
 
（予算の減額による契約の解除） 

第 23 条 甲は、翌年度以降において歳入歳出予算の当該金額について減額又は削除があった場合は、こ

の契約を解除することができる。 

  ２ 甲は、前項の規定により、甲が契約を解除した場合は、甲は乙が損害を被ることがあっても

賠償の責めは負わない。 

 

（事務の引継ぎ） 

第 24 条 乙は、甲の指示に従い、業務に停滞が生じないよう適切かつ確実に、事務の引継を受けなけ

ればならない。 

２ この契約が終了したとき、又は解除された場合は、乙は、甲の指示に従い、業務に停滞が生



 

 じないよう適切かつ確実に、甲が指示する者に対して事務を引き継がなければならない。 

 

（訴訟） 

第 25 条 委託企業（乙）に所属する職員が当院を相手取り訴訟を起こす原告となった場合、あるいは

係争中のものは当院に配置をしないこと。 

 
（協議事項） 
第 26 条 本契約および付随する約定に定めのない事項および疑義が生じたときは、都度甲乙間にて協議

の上、解決するものとする。 
 
 
本契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有するものとする。 
 
 
 
 
 
 

令和 年 月 日 
 
 

（委託者） 
             甲  沖縄県うるま市字宮里 281 番地 
                沖縄県立中部病院 
                院 長  本竹 秀光 
 
          （受託者） 

乙   


